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こどもの貧困に関して、相対的に貧困の状態にあるこどもの割合は 11.5％となっており、
特にひとり親家庭の相対的貧困率は 44.5％と高く、OECD加盟国の中でも非常に高い割合
となっている。
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こどもの貧困率の推移

※貧困率は、ＯＥＣＤの作成基準に基づいて算出している。
※グラフの「日本のひとり親世帯の相対的貧困率」は、国民生活基礎調査における「子どもがいる現役世帯のうち大人が一人の世帯の相対的貧

困率」のことを指す。
※大人とは18歳以上の者、こどもとは17歳以下の者をいい、現役世帯とは世帯主が18歳以上65歳未満の世帯をいう。
※相対的貧困率とは、等価可処分所得（※１）の貧困線（※２）に満たない人の割合をいう。
→ 保育サービスなどの現物給付や資産の多寡が考慮されていないことに留意が必要。

（※１）世帯の可処分所得（収入から直接税・社会保険料を除いたもの）を世帯人員の平方根で割った金額。
（※２）等価可処分所得の低い人から順に並べて、真ん中の順位（中央値）の金額の半分の金額。2021年調査時点で127万円。
※「新基準」は、2015年に改定されたOECDの所得定義の新たな基準で、従来の可処分所得から更に「自動車税・軽自動車税・自動車重量税」、

「企業年金の掛金」及び「仕送り額」を差し引いたものである。 （出所）国民生活基礎調査（厚生労働省）

日本国民全体の相対的貧困率

日本のこどもの相対的貧困率

日本のひとり親世帯の相対的貧困率

（調査年）

調査対象年

（％）

相対的貧困となる世帯所得（2021年時点）
２人世帯：180万円未満
３人世帯：220万円未満
４人世帯：254万円未満

新基準

図表 1-2-49 こどもの貧困率の推移

生活や学び、体験を支える取組を通じた
こどもの貧困対策の推進ダイジェスト⑬



82

図表 1-2-50 貧困率の国際比較

また、文部科学省及び厚生労働省の調査では、こども全般の大学等進学率と比較すると、
ひとり親家庭のこどもの大学等進学率は低い状況にあり、ひとり親家庭を含む低所得子育て
家庭（以下「ひとり親家庭等」という。）のこどもたちが、経済的な理由により、学習の機
会を十分に得られない、あるいは、進学を諦めざるを得ないという実情がある。

こども全般の大学等進学率
(文部科学省「令和６年度学校
基本調査」）

ひとり親家庭のこどもの大学
等進学率
（厚生労働省「令和３年度全国
ひとり親世帯等調査」）

生活保護世帯に属するこども
の大学等進学率
（厚生労働省「高等学校、大学
進学率等の推移」）

86.5％ 65.3％ 40.6％
※「全国ひとり親世帯等調査」は５年に１度実施。
※「学校基本調査」は毎年実施。
※文部科学省「令和６年度学校基本調査」を基に厚生労働省社会・援護局保護課で算出。

図表 1-2-51 こどもの大学等の進学率（高等学校卒業後）

〇生活や学びの支援を切り口にした施策
貧困及び貧困の連鎖によってこどもたちの将来が閉ざされることは決してあってはなら

ず、こどもの現在と将来が生まれ育った環境によって左右されることのないよう貧困を解消
し、貧困の連鎖を断ち切る必要がある。
こどもたちが将来の選択肢を思い描けるようにするとともに、地域でこどもたちの「今」

と「これから」を支える仕組みを作ることは、貧困の連鎖を断ち切るために重要である。
そこで、こども家庭庁では、生活や学び、体験の支援を切り口として、こどもの現在の貧
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困を解消するとともに将来の貧困を防ぎ、貧困の世代間連鎖の解消を図ることを目指した施
策を実施している。ここでは、２つの施策について紹介する。

【こどもの生活・学習支援事業】
こどもの生活・学習支援事業では、ひとり親家庭等のこどもが直面する特有の課題に対応

し、貧困の連鎖を防止する観点から、学校や放課後児童クラブ等の終了後に、ひとり親家庭
等のこどもに対し、児童館・公民館・民家やこども食堂等において、悩み相談を行いつつ、
基本的な生活習慣の習得支援・学習支援等を行っている。
また、長期休暇中に学習支援を行う自治体に対する補助費用の加算を行うことで、より多

くの学習機会の提供を図るとともに、大学等の受験料や模擬試験受験料の補助を行い、ひと
り親家庭等のこどもたちが経済的な理由で進学を諦めることがないよう、学習のサポートを
通じて進学へのチャレンジを後押ししている。

【地域こどもの生活支援強化事業】
地域こどもの生活支援強化事業は、多様かつ複合的な困難に直面しているこどもたちに対

し、地域にある様々な場所を活用し、安心安全で気軽に立ち寄ることができる食事等の提供
場所を設けるとともに、支援を必要としているこどもを早期に発見し、適切な支援につなげ
る仕組みをつくる事業である。具体的には、こども食堂等の運営・立上げに対する支援や食
事等を提供する居場所を設けている団体同士が連携するための支援を実施している。

図表 1-2-52 「地域こどもの生活支援強化事業」の概要

〇香川県丸亀市の「地域こどもの生活支援強化事業」の活用事例
香川県丸亀市では、地域こどもの生活支援強化事業を活用して、こどもの居場所を確保す

る事業を実施している認定NPO法人等へ委託し、ひとり親家庭等の小中学生への学習支援
や様々な体験活動を実施している。また、企業や近隣事業者から寄附等を受けた食品・生活
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用品やこども用品を提供することを機会に、子育て相談等も実施しており、各家庭の状況を
確認している。これらの活動を通して、支援が必要なこどもや家庭を発見した場合には、行
政等と連携し必要な支援につなげている。
加えて、社会福祉法人丸亀市社会福祉協議会に委託し、こども食堂やフードパントリー等

を行う団体同士や、団体と行政とのネットワーク作りを実施している。会議等によるネット
ワーク作りを通じて、団体同士の横のつながりを強化し、こどもの地域における居場所づく
りと子育て支援を推進している。そのほか、地域の方や地域団体・企業などから提供を受け
た物資を各団体へ配付している。

図表 1-2-53 香川県丸亀市における認定NPO法人による学習支援（左）
社会福祉協議会、民間団体、行政によるネットワーク会議（右）の様子

〇貧困と格差の解消に向けて
政府では、学習機会の確保や居場所づくりに加え、こどもが地域の多様な人と出会い、交

流し、成長していける環境整備のため、自然体験や野外学習等の体験支援、地域の多様な人
と出会い交流できる場の支援を進めている。さらに、オープンキャンパスや職場見学等、進
路選択に生かすための体験活動を新たに支援し、学びと将来の選択肢を広げる取組を強化す
る。
今後も政府として、地方自治体とも連携して、こどもたちの自己肯定感や自己有用感を高

め、こどもたちが幸せな状態で成長し、尊厳が重んぜられ、自分らしく社会生活を営むこと
ができるよう、こどもの貧困の解消に向けた施策を推進していく。




